
公社等外郭団体の経営状況等の評価に係る調査票（令和６年度）

１　基本情報（現年７月１日現在）

２　出資等の状況（直近の決算現在）

（単位：千円）

※「出資等」とは、地方自治法に基づく「出資又は出捐」をさします。

※「資本金等」とは、地方自治法に基づく「資本金、基本金その他これらに準ずるもの」をさします。

【内訳】

※四捨五入の影響で、割合の合計が100％にならないことがあります。

※一定の同質性がある場合や割合上位５者以外は、まとめていることがあります。

※まとめた場合、順位は「―」としており、まとめた者の中で最も高い出資割合は備考をご覧ください。

043-223-3051

令和　6年 6月18日

―

　この法人は、千葉県の漁業に係る自然的、社会的、経済的諸環
境の整備に関する調査研究を行うとともに、漁業の振興等を図る
ための諸対策事業を実施して、本県漁業の発展並びに水産物の安
定供給に寄与することを目的とする。

備考

該当なし

該当なし

0

0

3位

4位

014.83%2,579,454

一般財団法人　千葉県漁業振興基金

理事長　佐久間　國治

千葉市中央区新宿２丁目３番８号

043(242)6831

https://koueki.jp/d/list/ta-chiba-gyogyo/

昭和58年4月1日（前身団体　昭和49年2月1日）

―

団体名 （県）所管所属

代表者
職氏名

電話番号

17,399,318

左記割合の
順位

1位

2位

直近の決算
承認日

所在地

【設立趣意の概要】
　東京湾を中心とした公害問題、船舶輻輳化に伴う操業制約等の
漁場環境悪化による漁業生産の停滞に対応するため、昭和49年2月
に設立された財団法人千葉県漁業環境整備基金を発展的に解消
し、新しい時代に即応した本県漁業の確立、再活性化と健全な発
展を図るため、新たな観点に立った財団法人を設立し、本県漁業
の発展・公益の増進に寄与する。

【略歴】
S49.2　前身団体の（財）千葉県漁業環境整備基金　設立
S58.4　千葉県漁業振興基金　設立
H25.4　一般財団法人に移行

電話番号

団体ＨＰの
ＵＲＬ

資本金等の
金額（千円）

7,370,000

4,271,417

  漁業振興等を図るための諸対策事業の実施によ
り、近年様々な要因によって厳しい環境に置かれ
ている本県漁業者の経営安定及び国民への水産物
の安定供給に貢献したい。

資本金等以外の
金額（千円）

経営方針（団体代表者が記入）

定款に定める
設立の目的

当初設立
年月日

設立の経緯
団体の略歴

農林水産部水産局
水産課

1,900,000

446,500

0

0

出資等の合計

資本金等の金額

出資等した者

千葉県

東京都

東京湾横断道路㈱

東京湾漁業振興対策協議
会

県内漁業協同組合

民間企業ほか

出資等の対象の区分

017,399,318

左記全体に
占める割合

42.36%

24.55%

10.92%

2.57%

4.78%

0

資本金等以外の金額

該当なし

該当なし

基本財産の取崩や合併等により最
大値不明

基本財産の取崩等により最大値不
明

831,947
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公社等外郭団体の経営状況等の評価に係る調査票（令和６年度）

３　団体の主な事業（直近の決算現在）

【事業支出】 【内部収入】

(1) のり振興事業
　のり漁場の保全・管理の徹底、生産性の向上、流通・販売の近代化等を図る事業に要する経費に対し助成を行っている。
(2) 貝類振興事業
　貝類資源の維持・増大、漁場環境の保全・回復、漁場管理の強化等を図る事業に要する経費に対し助成を行っている。
(3) 内湾漁船振興事業
　東京内湾の漁船漁業が対象とする水産資源の維持・増大、漁場環境の保全・回復、操業の安全確保、漁業経営の安定等を図る事
業に要する経費に対し助成を行っている。
 (4) 東京湾漁協整備事業
　漁協施設等の漁業生産基盤の整備、貝類種苗放流による資源の増大、漁業経営の安定等を図る事業に要する経費に対し助成を
行っている。
(5) 内房漁業振興事業
　内房海域における水産資源の増大、操業の安全確保、漁業経営の安定等を図る事業に要する経費に対し助成を行っている。
(6) 澪整備事業
　漁船の航路整備等の事業に要する経費に対し助成を行っている。
(7) 東京湾事業推進費
　東京湾漁業振興事業等に関する会議の開催経費に対し助成を行っている。
(8) 地域特別振興事業
　関係漁協が実施する漁業振興等の事業に要する経費に対し助成を行っている。
(9) 外房漁業振興事業
　外房海域における栽培漁業の推進、漁業無線局の運営、漁協女性部の活動等の事業に要する経費に対し助成を行っている。
(10) 外房事業推進費
　外房地区の漁業振興を図るために開催する委員会等に要する経費に対して助成を行っている。
(11) 浅海漁場総合整備事業費
　浅海漁場総合整備事業に係る土砂投入監視、覆土事業に要する経費に対して助成を行っている。
(12) 漁業者購入燃油費助成事業
　高騰する燃油の購入に要する経費に対して助成を行っている。

【外部収入】

943,300 2,473,817 0

公益目的事業【事業区分】

千円千円

【事業１】名称：漁業振興事業

【事業内容・実績】
　当基金の目的達成のため、漁業協同組合等が行う水産資源の維持・増大に関する事業、漁場環境の保全と回復に関する事業及び
海難防止・救護活動に関する事業などの、以下の事業に要する経費に対し、各委員会等の答申を受けて、規程に基づいて助成し
た。

【公共性・公益性】
　漁業振興に資する各種事業を支援することにより、一般消費者への水産物の安定供給に繋がり、不特定多数の利益の増進に寄与
する事業である。

【類似事業を行える他団体又は事業が競合する他団体の有無】

無

0

補足説明 該当なし 無

千円千円千円千円

【事業収支】

1,530,517

【県の財政支出の有無】

0

うち県からの収入うち行政からの収入
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公社等外郭団体の経営状況等の評価に係る調査票（令和６年度）

４　県の関与等の現状に関する見直し（現年７月１日現在　※ただし、（４）（６）は直近の決算現在）

【計画等名】
該当なし
【指標名】
○○（単位：○○）

【指標と事業の関係性及び達成状況】

基準（○年度） 実績（○年度） 目標（○年度）

【名称】該当なし

【内容】（金額：○○千円）
○○○○

【必要性】

00県が負担【諸手当等を除く給料・報酬の負担者・人数】（７）団体に勤務する県
現職者の役職・業務内容
と派遣等の必要性

（３）県が自ら施策を実
施することその他の事業
手法と費用対効果を比較
して、出資又は出捐関係
を維持する意義

（１）当初の目的を踏ま
えつつ現在において必要
性を問い直してもなお、
出資又は出捐関係を維持
する意義

（２）類似団体や民間団
体などの他の担い手が存
在している場合において
もなお、出資又は出捐関
係を維持する意義

　平成6年以降、県の出捐はないが、現在まで団体が実施する事業の原資となっており、基本財産として
出捐した効果が発揮されている。
　また、県以外の出捐等も受け入れて、その運用益等も活用しているため、県が直接実施するよりも大き
な金額の事業実施が可能となっており、費用対効果は高い。
　さらに、漁場における油濁被害、船舶事故又は漁具被害等が発生した場合において、被害処理の解決や
救済に県よりも迅速に対応できる事業体制が確立されている。

【県が出資等した当初の目的】
　　昭和49年4月　㈶千葉県漁業環境整備基金あて　出捐額：400,000千円
　財団が実施する漁業公害防止、漁業操業安全、漁業被害処理及び救済等事業について支援するため。

【関係を維持する現在の意義】

【県が関与の理由としている事業のうち、他の担い手が存在している事業】
該当なし

【他の担い手が存在している場合であっても関係を維持する意義】
　当団体の事業は本県水産業の発展に資することを目的としており、県の出捐は、基本財産の一部として
その果実が事業の原資となっていることから、出捐関係を維持する意義は大きい。

（５）資本金等に占める
県の出資若しくは出捐の
割合又は金額の妥当性

（４）県が関与の理由と
している事業が関係する
県計画等の主な達成状況

名県以外が負担

　基本財産に占める県の出捐割合は約4割で出捐者中1位であり、本県漁業の発展に寄与するため県域で活
動している団体への関与としては妥当である。

（６）運営費補助や赤字
補填等を目的とした財政
支出の名称、内容及び必
要性

名

【役職・業務内容】

【派遣等の必要性】
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公社等外郭団体の経営状況等の評価に係る調査票（令和６年度）

５　関与方針に基づく取組状況等（直近の決算現在）

５－２　経営健全化方針に基づく取組状況等（直近の決算現在）

※公社等外郭団体関与指針第５の１（２）に規定する次の法人に該当する場合で、要件の詳細は同細則４をご覧ください。

　・債務超過法人

　・実質的に債務超過である法人

　・近年の経常損益の状況から赤字が累積し、近い将来、債務超過に陥る可能性が高い法人 

　・県が多大な財政的リスクを有する法人

（２）県とし
ての具体的な
取組　※

　平成25年4月1日から、一般財団法人に移行したことに伴い、基本財産投資有価証券利息、基本財産定期貯金利息
等が源泉徴収（15.315％）されており、当団体の事業を安定的に実施する上で財源確保のための効率的かつ安定的
な運用に関し、一層の努力が必要である。また、公益目的支出計画は令和56年度末と長期にわたるため、今後も目
標どおりに継続実施できるよう対応していく必要がある。

　経営状況を把握の上、団体の判断による自立的な経営改善により、安定的かつ持続的な経営を求める。

① 資産運用責任者である常務理事を中心に事務局長及び担当職員が常時債券等のリスク管理等を行うとともに、令
和5年度に開催された全ての理事会・評議員会において「債券等投資運用状況報告」を実施している。また、欠損金
が生じた場合における対応方針作成・仕組債の運用限度の明確化を実施している。具体的には、資産の損失補填対
策として資産安定基金の創設（226百万円・令和5年度末）、債券投資枠165億円のうち仕組債の運用限度額の設定
（74億円）が挙げられる。（67億円の投資実績・令和5年度末）
② 管理費は、旅費交通費、会議費など削減が図られており、今後も消耗品費の更なる削減に努めることとする。

関与維持（自立的な経営改善）

※　関与方針とは、令和４年１２月２７日策定の「公社等外郭団体関与方針」であり、「関与方針区分」や「県としての具体的な
取組」は、そこから転記しています。

（１）策定要
件の該当性※

（３）取組実
績とその成果

（４）課題

該当しない

（５）県とし
ての今後の対
応の方向性

（１）関与方
針区分　※

①資金の運用に関して、金融機関の経営状況、各金融商品の性格やリスク等の情報を的確に把握する。また、資産
運用規程等に基づき、開催する全ての理事会・評議員会において「債券等投資運用状況報告」を実施し、資金の効
率的な運用を行い、漁業支援を継続する。
② 経営状況については、県からの運営費補助や、職員の派遣もなく、団体の経営は自立的であることから、団体が
自立的に課題を設定し、経営改善を進めていくことが妥当である。
　県としては、事業や資産運用に係る規定等を遵守し適正な運営が図られるよう指導を行う。
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公社等外郭団体の経営状況等の評価に係る調査票（令和６年度）

６　地方自治法に基づく監査の状況（既に公表されている監査結果等）

（１）財政的援助団体等監査（地方自治法第１９９条第７項）

※1「監査結果」の「指摘事項」「注意事項」は県報別冊「監査結果」（いわゆる監査報告書）の内容を記入しています。

※2「措置の内容」は県報別冊「監査の結果に係る措置の通知の公表」（いわゆる措置公表）の内容を記入しています。

（２）包括外部監査（地方自治法第２５２条の３７第４項等）

※該当がある場合は、直近１年度分を記入しています。

監査結果
※以下のリンク先をご覧ください

措置の内容
※以下のリンク先をご覧ください

監査テーマ

無

実施年度 措置の公表年月日 元号　　年　　月　　日

該当なし

監査実施の有無

１つ前の実施年月日 令和5年1月31日 措置の公表年月日

元号　　年度

有直近の実施年月日 令和6年3月15日

措置の内容　※2

該当なし

【注意事項】
該当なし

措置の公表年月日

監査結果　※1

有

監査結果　※1 措置の内容　※2

【指摘事項】
該当なし

該当なし

【注意事項】
該当なし

該当なし

監査実施の有無 有

【指摘事項】
該当なし

監査結果　※1 措置の内容　※2

【指摘事項】
該当なし

該当なし

【注意事項】
該当なし

該当なし

２つ前の実施年月日 令和4年2月10日 措置の公表年月日 監査実施の有無

該当の有無
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公社等外郭団体の経営状況等の評価に係る調査票（令和６年度）

７　組織運営等の状況（直近の決算現在）

（１）理事会等の状況

※「開催回数（書面）」では、延べ開催回数を実数計上し、書面開催の回数を（カッコ）で内数計上しています。

※「定例回数（書面）」では、定例的に開催している回数を実数計上し、書面開催の回数を（カッコ）で内数計上しています。

※「定例回数の平均出席率」では、書面開催を除く各回の理事等の出席率（出席者の数÷全構成員の数）を計算し、

　その和の平均（出席率の合計÷書面開催を除く定例回数）を計算して計上しています（百分率で小数点第１位を四捨五入）。

※「備置」とは、事務所に備え置いて閲覧の権利を有する者等が求めた際に、すぐに見られるようにすることです。

（２）監査の状況

※監査又は会計に識見を有する者の詳細は、公社等外郭団体関与指針細則７をご覧ください。

（３）採用している会計基準

（４）財務諸表等の作成・公表・備置の状況

※「公表」とは、団体のホームページや、その他法令で定める方法により公表することです。

※「備置」とは、事務所に備え置いて閲覧の権利を有する者等が求めた際に、すぐに見られるようにすることです。

理事会又は取締役会

内部的な
監査

財務諸表等の名称

定款

役員名簿

社団法人の構成員である
社員の名簿

事業報告書

貸借対照表

正味財産増減計算書等又は
損益計算書若しくはその要旨

キャッシュフロー計算書

附属明細書

財産目録

事業計画書

収支予算書

役職員の報酬及び給与に関する規程

監査又は会計に識見を有する者

監査の状況
（行政による監査等は除き、
団体主体のものに限る）

公認会計士又は監査法人

無

無

有 無

無 無 無

無 無無 無

有 有

定例回数の
平均出席率

作成義務の
有無

作成の有無

情報公開に関する規程

有

業務の委託方法に関する規程

資金運用に関する規程

個人情報保護に関する規程

外部的な
監査

2

無 有 無 無

有 有

有 有 有 有

無

議事録

理事会等の状況

無 有 無 無 無

無 無 無

有

有

無 無

該当なし

補足事項

有 有

新公益法人会計基準（平成20年改正） ―

有 有 有 有

有 有 有 有

無 無 無 無

有 有 有 有

92% 有

義務回数

無 無 無

無

有

無 無 無

有

無

監事又は監査役
としての就任

実施の有無

義務の有無 就任の有無 実施している外部的な監査の内容

6(2)

備置義務
の有無

有

無

無 無

無

有 有 有

名称
その
他欄

作成義務
の有無

無 有

有 有 有 有

有 有

有 有 有 有 有

有

備置の有無

有

契約に基づき公認会計士が会計書類の適法性・
正確性などを年1回チェック

有

有

有

有 有 有 有

備置の有無

有 有 有 有

有

有

無 無

有

無

有

作成の有無
公表義務
の有無

公表の有無

有

定例回数
（書面）

3(0)

開催回数
（書面）

開催状況

備置義務の
有無
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公社等外郭団体の経営状況等の評価に係る調査票（令和６年度）

８　役職員等の状況

（１）常勤の役職員数 （単位：人） （各年度７月１日現在）

常勤役員数 ①～⑤の和

プロパー ①

民間人材　※1 ②

県退職者 ③

県現職者 ④

その他 ⑤

常勤職員数　※2 ⑥～⑨の和

プロパー ⑥

県退職者 ⑦

県現職者 ⑧

その他 ⑨

※1 「民間人材」とは、プロパー、議員、自治体の首長、行政職員（退職者を含む）等ではない外部の人材です。

※2 「常勤職員」とは、正規・非正規を問わず、団体が常勤職員として雇用している方です。

（２）常勤役職員の平均年収等の状況

※この表は実人員数に基づいて記入しています。

　実人員数とは、ある年度中の毎月1日現在の役職員数を合計して12か月で割り、小数点第2位を四捨五入しています。

※該当者が１名しかいない場合、個人情報保護の観点から平均年齢・年収は「＊」となっています。

９　中長期的な計画や達成目標となる指標の策定状況

0 0

0

0 0

人）

直近３年度前
（R3年）

人（

0 0 1 1

0 0

1 1

0 0 0

人（

取組状況

歳 歳

平均年収 千円 千円

01 1 1 1

2 2 1

54

現年度
（R6年）

2 2 1 1 2

項　目
直近４年度前

（R2年）

常勤役員

常勤職員

1.3 人）0

歳

前年度決算（R4年）

策定年月日 元号　　年　　月　　日

0

人数（内数：県退職者及び県現職者） 5

直近決算（R5年）

60.8 ＊

9,785 ＊

策定の有無

人）

概要

歳

0.7

4

0 0 0 0 1

0 0 0 0 0

0 0

5 5

0

6

指標の達成状況

特記事項

0 0 0

無

元号　　年　　月　～　元号　　年　　月

名称 公表方法

対象期間

千円

項　目

千円

人（ 0.9 人（

1 人） 5.7

平均年齢

平均年収

該当なし

前々年度
（R4年）

前年度
（R5年）

3 4 4 4

指標１：名称（単位）【実績】●●【目標】●●
指標２：

5,995 6,345

例：4～6月（3か月間）の役員数が5名、7～12月（6か月間）が6名、1～3月（3か月間）が5名であった場合は、
（15人＋36人＋15人）/12か月=5.5人となります。

平均年齢

人数（内数：県退職者及び県現職者）

42.3 40.8
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公社等外郭団体の経営状況等の評価に係る調査票（令和６年度）

１０　財務状況 （単位：千円又は％）

（１）貸借対照表

公益法人会計の場合

（２）損益計算書

公益法人会計の場合（正味財産増減計算書等）

（３）主な経営指標

公益法人会計の場合

※正味財産が「０」又は債務超過の場合、「自己資本比率」「有利子負債比率」は計算できません。

その他収入 0 0 0 ― 該当なし

131.96%

債券評価額の上昇による

該当なし

有形固定資産の処分がなかったた
め
有形固定資産の処分がなかったた
め

債券評価額の上昇による

債券評価額の上昇による

固定資産 22,473,824

項　目
前々年度決算

（R3年）
前年度決算
（R4年）

直近決算
（R5年）

直近増減率
（前年度比）

一般正味財産 1,336,142

正味財産合計 22,134,737

21,400,346 21,946,076 2.55%
資
産

流動資産 229,528 224,563 222,576 ▲ 0.88%

　うち有形固定資産 1,403

正
味
財
産

資産合計 22,703,352

▲ 3.49%

負
債

流動負債

4,795,419 54.26%

経常外収益 0 0 0 ―

1,413,302 1,062,306 1,032,815 ▲ 2.78%

　うち事業収益 0 0

18,570.23% 17,612.78% 18,007.77%

当期指定正味財産増減額 ▲ 726,945 ▲ 1,027,504 484,976 147.20%

　うち評価損益等 ▲ 329,001 ▲ 912,311 291,611 債券評価額の上昇による

当期正味財産増減額 ▲ 767,621 ▲ 1,075,684 544,971 債券評価額の上昇による

項　目

流動比率（流動資産÷流動負債×100）

前々年度決算
（R3年）

前年度決算
（R4年）

直近決算
（R5年）

150.66%

当期一般正味財産増減額 ▲ 40,676 ▲ 48,180 59,995 224.52%

208.27%

224.54%

債券評価額の上昇による

100.00%0当期経常外増減額 0

当期経常増減額

評価損益等

33,915

直近増減率
（前年度比）

繰越損益相当額 4,200,831 3,108,620

経常外費用 0 5 0 ▲ 100.00%

前々年度決算
（R3年）

前年度決算
（R4年）

直近決算
（R5年）

▲ 40,676 ▲ 48,175 59,995

▲ 5

0 ―

▲ 1.32%

　うち管理費

経常費用

▲ 6,760 ▲ 44,490 48,169

項 目

1,287,961

0

該当なし22,665,451

経常収益 1,379,386 1,058,621 1,044,641

参
考

33,224 31,977 32,410 1.35%

直近の増減理由
（対前年比10％以上の増減等）

該当なし

該当なし

該当なし

該当なし

36,665

債券評価額の上昇と基本財産の取
崩しによる

17,339,318 ▲ 6.18% 該当なし18,481,146

　うち有利子負債 0 0 0 ―

―

負債合計 37,901 35,143

21,589,766

1,347,956 4.66%

該当なし

該当なし32,679 ▲ 3.51%

2.52%

指定正味財産 21,329,309 20,301,805 20,786,781 2.39%

1,236

33,868

該当なし

該当なし

該当なし

該当なし

該当なし

1,275 1,236 ▲ 3.06%

　うち長期借入金 0 0

固定負債

1,342 1,154

2.51%21,624,909 22,168,652

減価償却額の増

該当なし

▲ 14.01%

直近の増減理由
（対前年比10％以上の増減等）

該当なし

該当なし

99.85%

0.00% 0.00%0.00%

基本財産 18,464,620

自己資本比率（正味財産÷（負債＋正味財産）×100）

有利子負債比率（有利子負債残高÷正味財産×100）

99.83% 99.84%

その他支出 0 0 0 ― 該当なし
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公社等外郭団体の経営状況等の評価に係る調査票（令和６年度）

１１　借入金等残高等の状況 （単位：千円又は％）

各年度の借入金等

各年度の償還金等

借入金等決算残高 ①＋②

経営難を理由としたもの ①＝③＋⑤＋⑦

それ以外のもの ②＝④＋⑥＋⑧

県 ③＋④

経営難を理由としたもの ③

それ以外のもの ④

県以外の行政 ⑤＋⑥

経営難を理由としたもの ⑤

それ以外のもの ⑥

民間その他 ⑦＋⑧

経営難を理由としたもの ⑦

それ以外のもの ⑧

県による損失補償等の額※ ⑨＋⑩

経営難を理由としたもの ⑨

それ以外のもの ⑩

※　損失補償等とは、損失補償、損失てん補又は債務保証です。

１２　総収入と県の財政支出等の状況

（１）総収入と県の財政支出等 （単位：千円又は％）

総収入 ①＝②～⑥の和

運用益収入 ②

会費収入 ③

寄附収入 ④

行政からの委託料等収入 ⑤

その他収入（②～⑤以外） ⑥

県の財政支出 ⑦＝⑧＋⑨＋⑩

対総収入割合 ⑦÷①

委託料 ⑧

対総収入割合 ⑧÷①

補助金・交付金・負担金 ⑨

対総収入割合 ⑨÷①

その他（⑧⑨以外） ⑩

対総収入割合 ⑩÷①

有価証券等損益 ⑪＋⑫

有価証券等評価損益（含み損益） ⑪

売却・償還・配当等損益（実損益） ⑫

（２）県からの財政的な支援（借入金及び損失補償等を除く） （単位：千円）

15,266,313

0 ―

0.00% 0.00% 0.00% ―

0 0 0

▲ 335,761 ▲ 956,801 339,780 135.51%

745,943 934,909 1,005,484 7.55%

0.00% 0.00%

15,366,244 15,366,313 0.00%

0

20.91%

0 0 ―

0.00%

項 目
前々年度決算
（R3年）

前年度決算
（R4年）

資
金
運
用
等

410,182 ▲ 21,892 1,345,264 6,245.00%

直近増減率
対前年度比

981,442 943,427 1,238,007 31.22%

0 0 ―

0.00% 0.00% 0.00% ―

0

―

直近決算
（R5年）

―

県
の
財
政
支
出
の
内
訳

0 0

借
入
・
償
還
先
の
内
訳

0 0 0 ―

0 0 0 ―

0 0 0 ―

0 0 0

0

0 0 0 ―

0 0 0

直近４年度前
（R1年）

直近３年度前
（R2年）

前々年度
（R3年）

前年度
（R4年）

直近決算
（R5年）

―

0.00% 0.00% 0.00% ―

0

0

0 0

6.75%

―

3.05%

―

0 0 0 ―

0 0 0 ―

0 0 0 ―

―

0 0 0

―

0 0 0 ―

0 0

―

0 0 0 ―

0 0 0 ―

0

―

0 0 ―

0 0 0 ―

0 0 0

0 0 0

項　目

運営費補助

赤字補填等

保有・運用中の有価証券等の取得額

経営難を理由とした追加出資又は出捐

715,523 934,909 998,035

0 0 0

▲ 1,236,030 ▲ 958,438 ▲ 929,187

1,501,949 966,956 1,169,159

0

0 0

0 0 0 0 0

0 0 0

項 目
前々年度決算
（R3年）

前年度決算
（R4年）

直近決算
（R5年）

直近増減率
対前年度比
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